
供託規則の一部を改正する省令案の概要

１ 改正の趣旨

供託手続の簡素化による利用者の負担軽減等，利用者の利便性の向上を図

るため，供託規則（昭和３４年法務省令第２号）について，所要の改正を行

うものである。

２ 改正の概要

(1) 供託手続において添付又は提示する登記事項証明書について，情報通信

技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）

第１１条の規定に基づき，その添付又は提示を省略することができるよう

に改める。

(2) 供託物払渡請求書に添付する登記所の作成した印鑑証明書について，払

渡請求書に押された印鑑につき登記官の確認があるときは添付の省略がで

きるところ，これを供託所と証明をすべき登記所が同一の法務局若しくは

地方法務局若しくはこれらの支局又はこれらの出張所であるときに限らな

いことに改める。

(3) 配当その他官庁又は公署の決定によって供託物の払渡しをすべき場合の

供託物払渡請求書に添付する支払証明書について，供託所に保管している

支払委託書により供託物の払渡しを受けるべき者であることが明らかとな

らないときに限り，その添付を要することに改める。

(4) 供託物払渡請求書に添付する印鑑証明書について，裁判所書記官が作成

したものが添付された場合には，市町村長又は登記所の作成したものの添

付を不要とすることに改める。

３ 施行期日

令和４年７月頃を予定


